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研究要旨 

学際的痛みセンターは慢性の痛み診療・教育の基盤となるシステムとして極めて重要で、臨

床・教育・研究・Public Relations（PR）の4つの重要な機能を持っている。しかし、日本で

はPRの捉え方が他の先進諸外国と異なり、特に医療分野ではPRへの取り組みが大きく遅れて

いる。第9回日本運動器疼痛学会に関連させてPublic Relationsを計画的に展開した場合、ど

の程度の効果が出るかを実施・調査した。その結果、適切なPublic Relationsを実施すること

によって、慢性の痛み診療・教育の分野でも大きな社会的影響をおよぼせる可能性が明らかと

なった。 

 

Ａ．研究目的 

慢性の痛み診療・教育の基盤として、学際

的痛みセンターの設立が極めて重要となる。

しかし、本邦では、学際的痛みセンターの機

能のうちの臨床面（複数の医療専門職種がチ

ーム医療によって重症の慢性痛を診療する）

だけが注目される傾向にある。しかし、本来

の学際的痛みセンターの機能は、臨床・教育・

研究・Public Relationsの4つの重要な機能

を持っている。日本では一般的に広報（PR）

とは「組織/個人がパブリックに働きかけるこ

とによって、パブリックの意見や行動を変え、

組織/個人の意見・思想・立場・視点を理解さ

せる/広めることを目的にした活動のこと。」

と捉えられているが、ここではその原義であ

る「組織とそのパブリックの間に、双方の利

益をめざして、双方向のコミュニケーション

（two-way communication）を維持するすべて

の活動。前述の日本で一般的に意味される組

織→publicのコミュニケーションフローと 

 

並行し、public→組織のフローを確保し、パ

ブリックとのコミュニケーションを通じて、

組織の意見や行動“も”修正/順応することを

含む」ものである。 

Public Relationsは医療分野でも極めて重

要であるはずだが、本邦では医療分野で

Public Relationsが重要視されることはきわ

めてまれであり、医療機関の機能の一つとし

て認識されることはほとんどない。 

今回、研究分担者が第9回日本運動器疼痛

学会会長を拝命したことを機会に、慢性の痛

み診療・教育についての広報活動の具体的方

法とその効果について予備的研究を行うこと

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2016年11月 26日、27日の両日で行われる

第9回日本運動器疼痛学会を中心的題材とし

て慢性痛に対するPublic Relationsを様々な

手段を用いて計画的にできるだけ多方面から



最大限に行う。具体的には： 

 個人的：分担研究者の個人的なつながり

を利用し、主にメールによって慢性痛診

療の重要性と、第9回日本運動器疼痛学

会への参加を呼びかけた。 

 関連企業：第9回日本運動器疼痛学会へ

の協賛企業をできるだけ増やすととも

に、協賛各企業を通じた広報活動によっ

て、慢性痛診療の重要性と、第9回日本

運動器疼痛学会への参加を呼びかけた。 

 インターネット：第9回日本運動器疼痛

学会のホームページを開設し、またSNS

（Facebook）にも第9回日本運動器疼痛

学会関連ページを開設した。それらのペ

ージで、学会の内容、目的を明らかにす

るとともに、慢性痛診療の重要性に関す

る話題を逐次提供し、慢性痛診療の重要

性と、第9回日本運動器疼痛学会への参

加を呼びかけた。さらにSNSの有料広告

システムを用いて、第9回日本運動器疼

痛学会中の注目イベントについて広報

した。 

 マスコミュニケーション：新聞、雑誌、

ラジオ、テレビなどの取材には積極的に

応じ、慢性痛診療の重要性について広報

に努めた。 

効果の判定法は極めて難しいが、SNSへ

の訪問数と、第9回日本運動器疼痛学会

参加者数をアウトカムとした。 

（倫理面への配慮） 

公益社団法人日本パブリックリレーシ

ョンズ協会の「新・倫理綱領」に準じた

活動を行うように最大限の注意を払っ

た。 

 

Ｃ．研究結果 

メールによる個人的なアプローチはのべ約

200通であった。またマスコミュニケーショ

ンへは、新聞（地方紙）掲載1回、雑誌掲載

1回、ラジオ出演1回、テレビ出演4回を行

った。SNS（Facebook）へは最大で9,000ビュ

ー/週の反響をえた。SNS有料広告では、8,100

円を使用して1回の広告を14日間掲載し、そ

の結果として5,360人が広告を見て、294人

がSNS上で何らかのアクションを起こした。

これらの結果、第9回日本運動器疼痛学会へ

の参加者総数は745名で、日本運動器疼痛学

会年次総会の中で過去最高を記録しただけで

なく、学会当日の日本運動器疼痛学会会員総

数660名よりも参加者数は多かった。 

 

Ｄ．考察 

Public Relations（PR）の日本語訳とされ

ている「広報」は一般的には、組織/個人⇒パ

ブリックへの一方通行へのイメージが強く、

必ずしも好意的な印象をともなわない。しか

し、日本以外の先進国では、Public Relations

とは組織/個人とパブリックとの間の双方向

のコミュニケーションを意味し、それによっ

て、PRの主体である組織/個人の意見や行動

がパブリックからのフィードバックにより影

響を受けることもある。一方、学際的痛みセ

ンターは、ある一定の地域における痛み診療

の中心となる医療施設のことであり、本来の

意味のPRが、学際的痛みセンターの活動の基

本的な要素の一つであるという認識を持つこ

とは極めて重要である。 

日本では医療全体においてPRへの関心が

低く、特に医療者側が主体となって積極的な

PRを行うことは今までほとんどなかった。今

回、第9回日本運動器疼痛学会の開催に当た

り、計画的かつ多方面から慢性痛診療の重要

性と第9回日本運動器疼痛学会への参加をPR

し、大きな成果をえることができた。 

しかし、一方では様々な問題点が明らかと

なった。まず、日本では初めての研究であり、



先行研究もほとんどなかったため、どのよう

な方法論でかつどのようなアウトカムを目標

とすればよいかが不分明であった。結局、数

値的にわかりやすいものとして第9回日本運

動器疼痛学会参加者数と、SNSの有料広告に

対してはアクション数をアウトカムにしたが、

それが最適であったかどうかはさらに検討が

必要である。また、第9回日本運動器疼痛学

会参加者数についても、参加者がどのPRルー

トに接したのか、またそれがどのような重要

性を持っていたかについて、データの収集・

分析を行うべきであった。 

しかしながら、慢性の痛み診療・教育の基

盤となる学際的痛みセンターシステムの設立

を視野に入れた場合、PRは極めて重要な要素

であり、予備的研究としては一定の成果が得

られたと思われる。 

 

Ｅ．結論 

慢性の痛み診療・教育の基盤である学際的

痛みセンターの重要な機能であるPublic 

Relationsについての予備的研究を行った。

適切なPublic Relationsを実施することによ

って、慢性の痛み診療・教育の分野でも大き

な社会的影響をおよぼせる可能性が明らかと

なった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 
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む。） 

1.特許取得 

特になし 

2.実用新案登録 

特になし 

3.その他 

特になし 


